
事業内容
三菱商事グループは、国内外のネットワークを通じて、エネルギー、金属、機械、化学品、生活産業関連
の多種多様な商品の売買や製造、資源開発、インフラ関連事業、金融・物流事業を行うほか、新エネル
ギー・環境分野等における新しいビジネスモデルや新技術の事業化、全産業を俯瞰する総合力を活かし
た各種サービスの提供等、広範な分野で多角的に事業を展開しています。

連結業績
1. 概況
平成29年度の収益は、（株）ローソンの子会社化や資源価格の上昇などにより、前年度を1兆1,416億
円（18%）上回る7兆5,674億円となりました。
売上総利益は、（株）ローソンの子会社化や資源価格の上昇などにより、前年度を5,580億円（42%）上
回る1兆8,866億円となりました。
販売費及び一般管理費は、（株）ローソンの子会社化等により、前年度から4,547億円（49%）負担増の
1兆3,873億円となりました。
有価証券損益は、前年度に計上した関係会社の経営統合や売却などに伴う一過性利益の反動等により、
前年度を789億円（95%）下回る44億円となりました。
固定資産除・売却損益は、資源関連資産の売却や保有資産の交換益計上などにより、前年度を265億円
（184%）上回る409億円となりました。
固定資産減損損失は、前年度に計上した資源関連資産及び船舶事業に係る減損損失の反動等により、
前年度から230億円（22%）負担減の802億円となりました。
金融収益は、資源関連投資先からの受取配当金の増加等により、前年度を468億円（35%）上回る
1,792億円となりました。
持分法による投資損益は、資源価格の上昇等により、前年度を939億円（80%）上回る2,114億円とな
りました。
この結果、税引前利益は、前年度を2,113億円（35%）上回る8,127億円となりました。
法人所得税は、米国税制改正に伴う繰延税金負債の取崩しがありましたが、税引前利益の増加による負
担増に加え、資源関連資産の撤退に係る追加税金費用等により、前年度から809億円（67%）負担増の
2,023億円となりました。
以上の結果、当期純利益は、前年度を1,199億円（27%）上回る5,602億円となりました。
（注）1.�平成29年度事業報告は、国際会計基準に基づき作成しています。
　　2.���事業報告における「当期純利益」（連結）は、「非支配持分を除く、当社の所有者に帰属する当期純利益」を表しています。

事 業 の 概 況
●三菱商事グループの事業概要等

平成29年度事業報告 
（平成29年4月1日から平成30年3月31日まで）
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地球環境・
インフラ事業グループ

地球環境・インフラ事業グループは、電力、水、
交通や、その他産業基盤となるインフラ分野に
おける事業及び関連する取引を核として、電池
の製造、電池を活用する事業や水素エネルギー
などの環境関連事業にも取り組んでいます。

2018年3月、欧州・中東・アフリカ地域の発電事
業統括会社であるDiamond�Generating�Europe�
Limited（三菱商事100%出資、在英国）を通じて、
モーレイイースト洋上風力発電所の開発・建設・運転
を担うMoray�Offshore�Windfarm�（East）�Limited
に出資参画しました。同発電所は2022年に運転開
始を予定しており、総発電容量は約95万kW、約
100万世帯の電力を賄う英国最大級の洋上風力発電
所です。今後も洋上風力発電事業に継続的に取り組
み、低炭素社会の実現に貢献していきます。

英国における
洋上風力発電事業への参画TOPICS

モーレイイースト洋上風力発電所の完成イメージ

TOPICS 本邦データセンター事業に係る
合弁会社の設立

2017年10月、米国大手データセンター（DC）事業者
であるDigital�Realty�Trust,�Incと合弁会社を設立
し、共同で本邦DC事業に取り組むことを合意しまし
た。設立時資産として2物件（総資産約400億円）を
組み込み、2022年には運営資産を2,000億円規模
に拡大する計画です。AI/IoTやクラウド利用の普及
に伴い大容量DCへの需要が拡大する中、本邦DC業
界をリードする存在となることを目指していきます。

設立時資産として組み込んだ彩都西DC

新産業金融事業グループ

新産業金融事業グループは、金融機能を活用
して事業を拡大し得る分野として、企業投資
事業、リース事業、不動産・都市開発事業、物流
事業をグローバルに展開しています。

【主な変動要因】
〈増加〉・�千代田化工建設（株）の持分損益の改善
　　　・�米国税制改正に伴う繰延税金負債の取崩益の計上

平成28年度 平成29年度

446

234 ＋212
（＋91％）

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

【主な変動要因】
〈増加〉・保有不動産の交換益の計上
　　　・�ファンド評価益の増加

平成28年度 平成29年度

442
355

＋87
（＋25％）
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エネルギー事業グループ

エネルギー事業グループは、天然ガス・石油の�
生産・開発事業、液化天然ガス（LNG）事業、�
石油・炭素・LPG関連の事業投資や販売取引、
新規エネルギー事業の企画開発等を行ってい
ます。

【主な変動要因】
〈増加〉・�LNG関連事業における持分利益・受取配当金の増加
〈減少〉・�資源関連資産の入替えに伴う損失の計上
　　　・廃坑費用の追加引当の計上
　　　・撤退に係る追加税金費用等の一過性損失の計上

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

TOPICS

2017年10月、三菱商事が参画する豪州ウィートス�
トーンLNGプロジェクトが、西豪州北西部沖合のウィー
トストーン及びイアゴガス田から産出される天然ガス
を用いたLNGの生産を開始しました。現在建設中の
生産設備第2系列と合わせ、年間890万トンのLNG
を生産予定であり、その内約700万トンが（株）JERA
等の本邦買主へ供給されます。世界的にLNG需要が
高まる中、本邦のLNG安定調達に貢献していきます。

豪州ウィートストーンLNGプロジェクト
におけるLNG生産開始

ウィートストーンLNGプロジェクトのプラントサイト
（写真提供：Chevron�Australia�Pty�Ltd）

平成28年度 平成29年度

555

203△352
(△63%)

金属グループ

金属グループは、薄板・厚板等の鉄鋼製品、石
炭・鉄鉱石等の鉄鋼原料、銅・アルミ等の非鉄
金属の分野において、トレーディング、開発、投
資等を通じて事業経営に携わっています。

【主な変動要因】
〈増加〉・�資源関連資産における減損計上額の前年度比減
　　　・�豪州石炭事業でのサイクロンの影響による生産・出荷

数量減を営業施策で一部カバーしたこと及び市況上
昇による持分利益・受取配当金の増加

平成28年度 平成29年度

1,479

2,610

＋1,131
(＋76%)

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

TOPICS

金属グループでは、事業環境の変化を踏まえ、優良
資産のコスト削減等を通じた競争力向上、一部資産
入替えによるポートフォリオの強靭化に取り組んでい
ます。資産入替えでは、2017年6月に豪州一般炭ハ
ンター・バレー・オペレーションズ炭鉱、ワークワー
ス炭鉱の売却に合意し、ワークワース炭鉱については
2018年3月に売却を完了しました。中長期的な需給
環境下でも高い競争力と成長力を有する原料炭・銅
を中心に、今後もポートフォリオの強靭化を図ります。

一部資産入替えによる
ポートフォリオの強靭化

Escondida（チリ）：世界屈指の大型銅事業
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機械グループ

機械グループは、工作機械、農業機械、建設機
械、鉱山機械、エレベーター、エスカレーター、
船舶、宇宙航空関連機器、自動車等の幅広い分
野において、販売、保守、金融、レンタル、保有
運航等を行っています。

【主な変動要因】
〈増加〉・�前年度の船舶事業における減損の反動
　　　・�船舶事業における売船益の増加
　　　・�アジア自動車事業における持分利益の増加

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

平成28年度 平成29年度

852

294 ＋558
(＋190%)

化学品グループ

化学品グループは、原油、天然ガス、鉱物、植
物、海洋資源等より生産されるエチレン、メタ
ノール、塩等の工業製品用の原料から、プラス
チック、電子材料、食品素材、肥料、医農薬等の
製品まで、幅広い分野において、製造、販売、開
発等の事業を展開しています。

【主な変動要因】
〈増加〉・�販売価格上昇等による取引利益・持分利益の増加
〈減少〉・�基礎化学品事業における繰延税金負債の計上

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

平成28年度 平成29年度

267 306
＋39

（＋15％）

2017年9月、インドネシアにおける三菱自動車工業
（株）製品の輸入・販売総代理店であるPT�Mitsubishi�
Motors�Krama�Yudha�Sales�Indonesia（三菱商事
40%出資）を通じて、同国にて新型MPV「エクスパ
ンダー」の販売を開始しました。同国の乗用車需要の
高まりを背景に、2018年3月末時点で当初の計画
を大きく上回る6.6万台を受注し、またフィリピン等
に向けて輸出も開始しています。今後も成長が期待
されるインドネシアで更なる事業拡大を図るととも
に、同国の経済発展に貢献していきます。

インドネシアにて新型MPV
「エクスパンダー」販売開始

新型MPV｢エクスパンダー｣

TOPICS

2018年1月、食品素材・配合剤販売会社である
Mitsubishi�International�Food�Ingredients,�Inc.
（三菱商事100%出資、在米国）を通じて、米国配合
調味料メーカーCarolina�Ingredientsを買収しまし
た。同社は米国消費者の健康・安全志向の高まりに対
応し、オーガニック等を標榜した「クリーンラベル商
品」の開発に力を入れています。今後は三菱商事ライ
フサイエンス（株）（三菱商事100%出資）等とのシナ
ジーを創出し、消費者の健康・安全志向に沿った高付
加価値のフードサイエンス事業の展開を目指します。

米国調味料メーカーを買収TOPICS

クリーンラベル商品である低ナトリウム塩「Merisal」
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生活産業グループ

生活産業グループは、衣・食・住に関わる「生活
必需品」を消費者に提供し、日々の生活基盤を
支える事業をグローバルに展開しています。川
上の原料調達から川下の小売に至る各事業領
域において、消費者のニーズを捉えた安心・安
全な商品・サービスの提供に取り組んでいます。

■ 当期純利益の推移�（単位：億円）

平成28年度 平成29年度

1,213
747

△466
(△38%)

ブラジルのコーヒー農園

生活産業グループでは、社会に役立つ事業価値を追
求するため、サステナブルな食品原料の生産・調達体
制の拡充に取り組んでいます。農産物事業会社Olam�
International�Limited（Olam）と設立した食品原料
販売会社（株）MCアグリアライアンスでは、サステナ
ブルな農園の基準を満たしたことを証するレインフォ
レスト・アライアンス認証等の第三者認証品のほか、
Olam独自のサステナブルプログラムの下で生産され
たコーヒーやココアなどの販売にも注力しています。

サステナブルな食品原料の
生産・調達体制の拡充TOPICS

その他の詳細につきましては、以下のとおり三菱商事ホームページに掲載しております。

https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/bg/
▶各セグメントの事業内容・主な事業投資先：「事業グループのご紹介」内各リンク

三菱商事　事業紹介 検 索

https://www.mitsubishicorp.com/jp/ja/ir/library/earnings/fs2017.html
▶各セグメントの主なB/S、P/L、キャッシュ・フロー項目：「決算公表資料（短信等）」ページ （IR資料内）

三菱商事　決算公表資料 検 索

【主な変動要因】
〈増加〉・�鮭鱒養殖事業における持分利益の増加
〈減少〉・�（株）ローソン子会社化及び食肉事業における一過性�

利益計上額の前年度比減
　　　・�食品原料事業における一過性損失の計上
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連結財政状態
1. 資産及び負債・資本の状況
平成29年度末の総資産は、前年度末より2,834億円増加し、16兆370億円となりました。期末休日の
影響や取引価格の上昇、取引数量の増加などに伴い、営業債権及びその他の債権が増加したこと等に
よるものです。
負債は、前年度末より1,927億円減少し、9兆7,718億円となりました。期末休日の影響や取引価格の
上昇、取引数量の増加などに伴い営業債務及びその他の債務が増加しましたが、社債及び借入金の返
済を進めたこと等によるものです�。
また、有利子負債総額から現預金を控除したネット有利子負債は、前年度末より2,773億円減少し、
3兆7,142億円となりました。
当社の所有者に帰属する持分は、前年度末より4,152億円増加し、5兆3,324億円となりました。当期
純利益の積み上がりがあったこと等によるものです。

2. キャッシュ・フローの状況
平成29年度末の現金及び現金同等物の残高は、前年度末より1,400億円減少し、1兆55億円となりま
した。
営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動により資金は7,425億円の増加
となりました。法人所得税の支払い等が
ありましたが、営業収入や配当収入など
により資金が増加したものです。
投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動により資金は3,176億円の減少
となりました。固定資産や上場有価証券
の売却等による収入がありましたが、三
菱自動車工業（株）の株式取得をはじめと
する関連会社への投資や設備投資などに
より資金が減少したものです。
財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動により資金は5,543億円の減少
となりました。借入金の返済や社債の償
還、配当金の支払いなどにより資金が減
少したものです。 平成28年度 平成29年度

（億円）

■営業キャッシュ・フロー  ■投資キャッシュ・フロー  ■財務キャッシュ・フロー

△10,000

△8,000

△6,000

△4,000

△2,000
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△1,796
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設備投資等の状況
航空機リース事業を行うMCAP�Europe�Limited（三菱商事100%出資、在アイルランド）が保有する
航空機の一部売却を行いました。

資金調達の状況
三菱商事グループは、資金調達の主要な手段として機動的に社債を発行しています。
平成29年度、三菱商事は5億米ドル（約568億円）のドル建て普通社債を発行しました。
また、Mitsubishi�Corporation�Finance�PLC（三菱商事100%出資、在英国）はEuro�Medium�
Term�Note�Programmeに基づく約27億円の社債を、MC�Finance�&�Consulting�Asia�Pte.�Ltd
（三菱商事100％出資、在シンガポール）はMulticurrency�Medium�Term�Note�Programmeに�
基づく50百万ユーロ（約67億円）の社債をそれぞれ発行しました。

重要な企業結合等の状況
●  Mitsubishi Development Pty Ltdによるハンター・バレー・オペレーションズ炭鉱の権益の譲渡
Mitsubishi�Development�Pty�Ltd（三菱商事100%出資、在豪州）は、共同支配事業として権益を保
有するハンター・バレー・オペレーションズ炭鉱の権益売却に合意しており、当該権益の重要なリスク、
経済価値等が移転したため、会計上売却処理を行いました。なお、法的な所有権は対価の受領まで留保
しています。

●  三菱自動車工業（株）の株式の取得
MAI（株）（三菱商事100%出資）は、自動車及びその部品の開発、生産、販売、金融事業を行う三菱自動
車工業（株）の普通株式を公開買付けにより取得し、議決権比率の10.76%を保有することとなりまし
た。その結果、三菱商事が保有する同社の議決権比率は既出資分の9.24%と合わせ20%となり、同社
は三菱商事の持分法適用会社となっています。
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三菱商事グループの業績及び財産の状況の推移

三菱商事グループ（連結）

●業績及び財産の状況の推移
連　結 （単位：百万円）

（百万円未満四捨五入）
（注）上記の表は、会社計算規則第120条第1項の規定により、国際会計基準に準拠して作成しています。

項目＼年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

収益 7,669,489 6,925,582 6,425,761 7,567,394
当期純利益（純損失）
（当社の所有者に帰属） 400,574 △149,395 440,293 560,173

当社の所有者に帰属する持分 5,570,477 4,592,516 4,917,247 5,332,427

総資産 16,774,366 14,916,256 15,753,557 16,036,989
基本的１株当たり当期純利益（純損失）
（当社の所有者に帰属） 246.39円 △93.68円 277.79円 353.27円

ROE 7.5％ △ 2.9％ 9.3％ 10.9％

平成28年度

平成28年度

収益の推移

総資産の推移
（兆円）

当社の所有者に帰属する持分の推移
（兆円）

当期純利益（純損失）及び基本的1株当たり当期純利益（純損失）の推移
（億円） （円）

2

4

6

2

4

6

8

10

10

12

14

16

18

1

2

3

2,000

△2,000

4,000

8,000

6,000

売上高の推移
（兆円）

総資産の推移
（兆円）

純資産の推移
（兆円）

当期純利益（純損失）及び1株当たり当期純利益（純損失）の推移
（億円） （円）

平成27年度平成26年度

平成27年度平成26年度 平成28年度平成27年度平成26年度

平成28年度平成27年度平成26年度

当期純利益
（左目盛）

当期純利益
（左目盛）

2,000

△2,000

4,000

6,000

平成26年度 平成27年度

2

4

6

8

10

平成28年度

平成29年度

平成29年度 平成29年度

平成28年度

（兆円）

平成27年度平成26年度

2

4

6

8

10

平成29年度

平成29年度

平成28年度平成27年度平成26年度 平成29年度

平成28年度平成27年度平成26年度 平成29年度

100

△100

200

300

400

100

△100

200

300基本的1株当たり当期純利益
（右目盛） 1株当たり当期純利益

（右目盛）

平成29年度
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三菱商事（単体）

三菱商事の業績及び財産の状況の推移単　体 （単位：百万円）

（百万円未満切捨て）
（注）平成29年度の期末配当は、1株につき63円として、平成29年度定時株主総会に付議します（4ページ）。

項目＼年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

売上高 7,013,434 5,929,566 5,216,706 5,233,193

当期純利益（純損失） 289,744 △156,328 127,805 364,143

純資産 2,690,523 2,336,230 2,410,021 2,686,635

総資産 8,249,804 7,548,952 7,433,705 7,407,853

1株当たり当期純利益（純損失） 178.21円 △98.02円 80.63円 229.64円

1株当たり配当金 70円 50円 80円 110円
（うち中間配当47円）

平成28年度

平成28年度

収益の推移

総資産の推移
（兆円）

当社の所有者に帰属する持分の推移
（兆円）

当期純利益（純損失）及び基本的1株当たり当期純利益（純損失）の推移
（億円） （円）

2

4

6

2

4

6

8

10

10

12

14

16

18

1

2

3

2,000

△2,000

4,000

8,000

6,000

売上高の推移
（兆円）

総資産の推移
（兆円）

純資産の推移
（兆円）

当期純利益（純損失）及び1株当たり当期純利益（純損失）の推移
（億円） （円）

平成27年度平成26年度

平成27年度平成26年度 平成28年度平成27年度平成26年度

平成28年度平成27年度平成26年度

当期純利益
（左目盛）

当期純利益
（左目盛）

2,000

△2,000

4,000

6,000

平成26年度 平成27年度

2

4

6

8

10

平成28年度

平成29年度

平成29年度 平成29年度

平成28年度

（兆円）

平成27年度平成26年度

2

4

6

8

10

平成29年度

平成29年度

平成28年度平成27年度平成26年度 平成29年度

平成28年度平成27年度平成26年度 平成29年度

100

△100

200

300

400

100

△100

200

300基本的1株当たり当期純利益
（右目盛） 1株当たり当期純利益

（右目盛）

平成29年度
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●三菱商事グループの対処すべき課題
『中期経営戦略2018』の進捗
『中期経営戦略2018』で掲げた中期経営計画期間中の定量目標は、2017年度までに全ての項目で�
達成しました。また、同期間中に導入した仕組みによる成果も着実に進捗し、更なる成長に向けた取組
を加速させています。

定
量
目
標

経
営
の
仕
組
み
導
入

『中期経営戦略2018』で掲げた目標

仕組み導入による狙い

2018年度純利益��3,000億円

最適バランス実現と「事業経営」シフトを
可視化

2017年度��5,602億円（事業系3,668、市況系1,938）
2018年度��6,000億円（事業系3,960、市況系1,970）を計画

A-1.��最適バランスの達成に目処（2018年度末）

A-2.��連結起点で権限体系を見直し、連結経営を深化

B-1.��事業ポートフォリオによる成長戦略の構築

B-2.��成長メカニズムの構築と具体事例

C-1.��シェールガス、一般炭、ニッケル等の売却・撤退

C-2.��事業系収益水準の底上げ

2020年頃ROE二桁

成長に向けた全社による配分原資の活用

累進配当方針／柔軟な増配

位置付け区分に基づき資産の入替えを加速

2017年度��10.9％
2018年度��10.8％を計画

2016年度��80円
2017年度� 110円
2018年度��115円を計画

成	果

成	果

A

B

C

事業ポートフォリオ戦略
全産業を俯瞰し、外部環境の変化と三菱商事の強みを考慮しながら、意図した事業ポートフォリオを
構築していきます。

●：投融資残高イメージ

上
流

中
流

下
流

生活 モビリティ インフラ・エネルギー サービス（物流、金融、IT等）

生活産業 金属

化学品 エネルギー

新産業金融

機械 地球環境・
インフラ
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成長メカニズム
全産業を俯瞰できる総合力を活かして「成長の芽」を発掘、これを「成長の柱」へと育成し、既に自立し
たコア事業は「収益の柱」というように、事業の成長をステージごとに管理していきます。
事業ステージに応じて経営資源の投入量や権限委譲などを柔軟に変え、成長を優先した経営の仕組み
へと進化させていきます。

産業素材 石油化学 ライフ
サイエンス ヘルスケア 空港 リース 物流モビリティ

サービス
複合都市
開発

収
益
の
柱

成
長
の
柱

成
長
の
芽

利益：500〜億円
（2021年度イメージ）

収益のコア
独自の成長戦略
自立的成長
事業経営のモデルとなる事業

強みを活かす
明確な成長戦略
M&A活用
経営人材の投入

全産業を俯瞰
インキュベーション基盤
業界再編
ビジネスモデル変革
AI/IoTの活用
経営人材の育成

食
料

リ
テ
イ
ル

金
属
資
源

自
動
車

LNG 電
力

収益の柱へ

インキュベーション

三菱商事グループの目指す企業像

三菱商事グループは、全産業を俯瞰
する「総合力」、成長の芽を発掘する
「構想力」、成長を実現する「実行力」
の3つの力で、事業環境の変化に対
応し、社会のニーズに応え、事業を�
通じて、持続性のある「経済価値」「社
会価値」「環境価値」を同時に実現して
いきます。

〜社会のニーズに応え、社会と共に
　持続的成長を実現する三菱商事グループ〜

三綱領
所期奉公
処事光明
立業貿易

全産業を俯瞰する
総合力

成長の芽を発掘する
構想力

成長を実現する
実行力

社会
価値

環境
価値

経済
価値

三菱商事グループ
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三菱商事は、企業理念である『三綱領』を拠り所として「企業行動指針」に活動の目的やそのあり方を定
めるとともに、地球環境への配慮や人権の尊重を「環境憲章」、「社会憲章」にうたい、これらに立脚した
事業活動を推進しています。
『中期経営戦略2018』においては、「経済価値」「社会価値」「環境価値」の同時実現を通じた付加価値の
創出が、三菱商事の持続可能な成長にとって不可欠であるとの考えを改めて示しました。
具体的には事業や社会貢献活動を通じて「サステナビリティ重要課題」に対処・挑戦することで、社会に
役立つ事業価値を追求し持続可能な成長を確かなものにしていきます。

●持続可能な成長に向けた取組

推進体制
「サステナビリティ・CSR委員会」「投融資委員会」
コーポレート担当役員（サステナビリティ推進）を委員長とし、常務執行役員を主なメンバーとする�
「サステナビリティ・CSR委員会」において、サステナビリティ・CSR全般の基本方針等を議論していま
す。また、個別の投融資案件については「投融資委員会」において、経済面だけでなく、環境面や社会性
面も含む総合的な観点から審議・検討を行っています。

「サステナビリティアドバイザリーコミッティー」
国際機関やNGOなどの社外有識者をメンバーとする「サステナビリティアドバイザリーコミッティー」
を設置し、各メンバーからの助言・提言を三菱商事のサステナビリティ施策やステークホルダーとのコ
ミュニケーションに役立てています。

サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）
地球環境や社会が抱える課題への対応が企業の長期的な成長に大きな影響を及ぼす中、「持続可能な
成長のために特に対処すべき重要課題」を経営課題として特定し、対処・挑戦することで持続可能な成
長を追求しています。また、これらを通じてSDGs※の達成にも取り組んでいます。
※��平成27年9月に開催された国連サミットにおいて、地球規模の課題として採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」の中
核をなす17個の国際開発目標。

三菱商事の
サステナビリティ
重要課題

低炭素社会への移行

地域課題への
対応と
解決策の提供

地域・
コミュニティー
との共生

持続可能な
調達・供給の実現

次世代ビジネスを
通じた
社会課題の解決

自然環境の保全

魅力ある
職場の実現

経済価値

社会価値 環境価値

事業を通じて
三つの価値を
同時に実現
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持続可能な調達・供給の実現
日本をはじめとする各国・地域のニーズに基づき、人々の暮らしを支える資源・
原材料等を将来にわたって安定的に調達・供給することが三菱商事の重要な役
割の一つです。自社の事業のみならず、サプライチェーンにおける他社事業の
環境・社会性面にも配慮しながら、持続可能な調達・供給を実現していきます。

地域課題への対応と解決策の提供
グローバルに事業を展開する三菱商事にとって、各国・地域が直面する
課題を適時、適切に把握し、解決に貢献することが重要です。地政学リ
スクに対して適切に対応しながら、課題の解決に果敢に挑戦し、各国・
地域の発展に寄与していきます。

次世代ビジネスを通じた社会課題の解決
三菱商事は常にビジネスモデルの変革を通じて、時代に即した付加価
値の提供を行ってきました。技術革新がもたらす産業の大きな変化も
取り込みながら、常にイノベーティブなビジネスを構築し、社会課題の
解決に取り組みます。

自然環境の保全
三菱商事は地球が最大のステークホルダーであると認識し、事業を�
継続していくために、生物多様性に配慮するとともに、環境への負荷を
低減し、またその保全に努めていきます。

地域・コミュニティーとの共生
三菱商事は事業活動や社会貢献活動などを通じて地域の発展に寄与す
るとともに、事業現場における地域・コミュニティーとの共生を図ります。

魅力ある職場の実現
三菱商事は、主体的な企業価値創出の原動力となる経営能力の高い�
人材の育成に向けて、多様な人材が価値観を共有し、切磋琢磨しながら
成長できる機会・職場の実現に取り組みます。

サステナビリティ重要課題の概要

PT�Donggi-Senoro�LNGによる
地域住民の経済的自立支援

ミャンマーの経済発展に寄与
する大規模複合都市開発事業

ベジタリア（株）が販売する営農
アプリ「アグリノート」

サンゴ礁保全に関する「産・学・
民」連携調査研究へのグローバ
ル支援プロジェクト

米国三菱商事会社社長として企業
価値創出を担うスティーブンス氏
（右）

低炭素社会への移行
気候変動は、あらゆる事業活動に影響を及ぼし得る課題です。三菱商
事は気候変動問題が事業にもたらす影響を想定の上、これらに対処す
るとともに、低炭素社会への移行を促す事業や温室効果ガスの削減に
積極的に取り組みます。 LNG燃料によって低炭素輸送

を実現するGas4Sea事業

持続可能な水産事業を展開する
Cermaq�Group�AS
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会 社 の 概 況  （平成30年3月31日現在）

（注）��上記のほか、国内外各地に三菱商事グループ各社の営業所・工場等があります。三菱商事グループの主要な会社の概要は、
「重要な子会社等の状況」（44ページ）に記載のとおりです。

（注）拠点の所在都市にマークしています（プロジェクト事務所及び国内の分室を除く）。
●本店　●国内25か所　●海外192か所（事務所等�108／現地法人43、支店等41）
■ ネットワーク

本店

●三菱商事グループの拠点等

三菱商事

本　店 三菱商事ビルディング：東京都千代田区丸の内二丁目3番1号（登記上の本店）
丸の内パークビルディング：東京都千代田区丸の内二丁目6番1号

国内店 北海道支社（札幌）、東北支社（仙台）、中部支社（名古屋）、
関西支社（大阪）、中国支社（広島）、九州支社（福岡）�等�25か所

海外店 ドゥバイ駐在事務所、クアラルンプール支店、シンガポール支店、
マニラ支店�等�108か所

現地法人

北米三菱商事会社、米国三菱商事会社、メキシコ三菱商事会社、伯国三菱商事会社、欧州三菱商事会社、
独国三菱商事会社、インド三菱商事会社、泰国三菱商事会社、泰MC商事会社、インドネシア三菱商事会社、
韓国三菱商事会社、オーストラリア三菱商事会社、三菱商事（中国）有限公司、三菱商事（上海）有限公司、
香港三菱商事会社、台湾三菱商事会社�等�43現地法人（支店等を含め84か所）
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（単位：名）●三菱商事グループの従業員の状況

（注）従業員数は、就業人員数を記載しています。

地球環境・
インフラ事業

新産業金融
事業

エネルギー
事業 金属 機械 化学品 生活産業 その他 合計

（前年度末比）

三菱商事
グループ 1,716 1,482 1,774 11,474 10,180 6,869 40,512 3,469 77,476

（312名増）

三菱商事 489 332 528 270 507 596 787 1,511 5,020
（197名減）

●重要な子会社等の状況
■ 主要な連結子会社及び持分法適用会社

会社名 資本金 議決権所有割合（%） 主要な事業内容

北米三菱商事会社 1,427,832 千米ドル 100 北米の連結対象会社に対する
業務支援・管理業

欧州三菱商事会社 120,658 千ポンド 100 貿易業

三菱商事（上海）有限公司 91,000 千米ドル 100 貿易業

Mitsubishi�Corporation�Finance�PLC 90,000 千米ドル 100 金融業

Japan�Australia�LNG（MIMI）Pty.�Ltd. 2,604,286 千米ドル 50 LNG開発・販売業

Mitsubishi�Development�Pty�Ltd 450,586 千豪ドル 100 石炭を中心とする
金属資源投資・生産・販売業

株式会社メタルワン 100,000 百万円 60 鉄鋼製品事業

Tri�Petch�Isuzu�Sales�Co.,�Ltd. 3,000,000 千バーツ 88.73 自動車輸入販売業

三菱自動車工業株式会社 284,382 百万円 20 自動車及び部品製造・販売業

三菱食品株式会社 10,630 百万円 61.99 食品卸売業

株式会社ローソン 58,507 百万円 50.12 コンビニエンスストア事業

（千外貨・百万円未満四捨五入）
（注）�平成29年度末現在の連結対象会社数は1,293社（連結子会社848社、持分法適用会社445社）です。
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●株式等の状況

●大株主の状況
株主名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 131,442 8.28

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 84,465 5.32

東京海上日動火災保険株式会社 74,534 4.69

明治安田生命保険相互会社 64,846 4.08

いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 36,468 2.29

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（三菱重工業株式会社口・退職給付信託口） 32,276 2.03

STATE�STREET�BANK�WEST�CLIENT�–�TREATY�505234 27,545 1.73

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 26,412 1.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 22,288 1.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口1） 19,610 1.23

（注）持株比率は、三菱商事が保有している自己株式4,107,848株を除いて算出し、小数点第3位以下を切捨てて記載しています。
（千株未満切捨て）

4.�株主構成（所有者別の持株比率）

金融機関・
証券会社
43.45％

外国法人等　34.33％

個人
14.51％

その他の法人
7.45％

自己名義株式
0.26％

1.�発行可能株式総数� 25億株

2.�発行済株式総数� 1,590,076,851株
� （前年度末比：増減なし）

3.�株主数� 236,503名
� （前年度末比：6,167名減）
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●主要な借入先
三菱商事グループは、三菱商事を中心に、国内外の金融子会社、海外現地法人等においてそれぞれ資金
調達を行い、関係会社への資金供給を行うというグループファイナンス方針を原則としています。三菱
商事グループの金融機関借入は三菱商事を中心に行っており、平成29年度末における三菱商事の主
な借入先は下表のとおりです。

（注）��上記のほか、（株）三菱東京UFJ銀行※及び（株）みずほ銀行を幹事とする協調融資に�
よるシンジケートローン60,000百万円があります。

※�（株）三菱東京UFJ銀行は、平成30年4月1日付けで（株）三菱UFJ銀行に商号変更しています。

（単位：百万円）

借入先名 借入金残高

株式会社国際協力銀行 285,879

明治安田生命保険相互会社 252,000

日本生命保険相互会社 180,000

株式会社三菱東京UFJ銀行※ 158,740

三菱UFJ信託銀行株式会社 142,120

株式会社日本政策投資銀行 140,000

三井住友信託銀行株式会社 130,992

住友生命保険相互会社 100,000

（百万円未満四捨五入）
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●取締役及び監査役

（注）1.�＊印は、代表取締役を示しています。
　　2.�＊＊印の各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役の要件を満たしています。
　　3.�＊＊＊印の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役の要件を満たしています。
　　4.���＊＊印及び＊＊＊印の各氏は、（株）東京証券取引所など国内の金融商品取引所が定める独立役員の要件及び三菱商事が定める社外役

員選任基準を満たしています（三菱商事の社外役員選任基準に関する独立性の考え方については、11ページをご参照ください）。
　　5.���執行役員を兼務する取締役は、執行役員の役位を併記しています。�

また、取締役�田邊栄一、増一行、戸出巌、村越晃、榊田雅和の各氏の担当は、執行役員としての担当を記載しています。
　　6.�監査役�鍋島英幸氏は、経営企画部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
　　7.�監査役�木﨑博氏は、財務及び会計部門における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
　　8.�監査役�西川郁生氏は、公認会計士としての長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。
　　9.���平成29年度中に退任した取締役は、次のとおりです。�

取締役�森和之、加藤良三（以上、平成29年6月23日退任）
　��10.���平成29年度中に辞任した取締役は、次のとおりです。�

取締役�常務執行役員（コーポレート担当役員（国内）、関西支社長）�廣田康人（平成30年1月19日辞任）
　��11.���取締役�西山昭彦氏は、平成30年3月31日付けで、一橋大学特任教授を退任しています。
　��12.���監査役�國廣正氏は、平成29年6月22日付けで、オムロン（株）社外監査役に就任しています。
　��13.�監査役�高山靖子氏は、平成29年6月27日付けで、横河電機（株）社外監査役に就任しています。
　��14.���アステラス製薬（株）、エーザイ（株）、（株）千葉銀行、日清食品ホールディングス（株）、日本曹達（株）、日立金属（株）、三菱自動車工業（株）、

三菱重工業（株）、雪印メグミルク（株）は三菱商事の取引先ですが、特別な関係（特定関係事業者等）はありません。
　��15.�上記14．以外の重要な兼職先と三菱商事の間には取引関係はありません。
　��16.���三菱商事は、小林健、今野秀洋、西山昭彦、大宮英明、岡俊子、齋木昭隆、鍋島英幸、木﨑博、國廣正、西川郁生、高山靖子の各氏との間に、

会社法第423条第1項に定める賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、同法第425条第1項
に定める最低責任限度額となります。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況等

取締役会長 小林　健 日清食品ホールディングス（株）社外取締役、三菱自動車工業（株）社外取締役、
三菱重工業（株）社外取締役

＊取締役�社長 垣内威彦

＊取締役�副社長執行役員 田邊栄一 コーポレート担当役員（業務、調査、経済協力、ロジスティクス総括）、アジア・大洋州統括

＊取締役�常務執行役員 増　一行 コーポレート担当役員（CFO、IT）

取締役�常務執行役員 戸出　巌 コーポレート担当役員（事業投資総括、サステナビリティ推進）

取締役�常務執行役員 村越　晃 コーポレート担当役員（広報、人事）

＊取締役�常務執行役員 榊田雅和 コーポレート担当役員（総務、法務）、チーフ・コンプライアンス・オフィサー、
緊急危機対策本部長（国内外・新興感染症、コンプライアンス）

＊＊取締役 今野秀洋

＊＊取締役 西山昭彦 一橋大学特任教授

＊＊取締役 大宮英明 三菱重工業（株）取締役会長、セイコーエプソン（株）社外取締役

＊＊取締役 岡　俊子 （株）岡＆カンパニー�代表取締役、アステラス製薬（株）社外監査役、
（株）ハピネット�社外監査役、日立金属（株）社外取締役

＊＊取締役 齋木昭隆

常任監査役（常勤） 鍋島英幸

監査役（常勤） 木﨑　博

＊＊＊監査役 國廣　正 国広総合法律事務所弁護士、オムロン（株）社外監査役、LINE（株）社外取締役

＊＊＊監査役 西川郁生 エーザイ（株）社外取締役、（株）大和証券グループ本社�社外取締役、
雪印メグミルク（株）社外取締役（監査等委員）

＊＊＊監査役 高山靖子 （株）千葉銀行�社外取締役、日本曹達（株）社外取締役、横河電機（株）社外監査役
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氏名 取締役会における発言の状況 取締役会への出席の状況

今野秀洋
経済産業省や独立行政法人�日本貿易保険において要職を歴任
し、国内外の経済の動向に関する高い見識をもとに、社外取締役
として客観的かつ専門的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回

西山昭彦
大学における企業経営・人材育成等に関する研究活動や、長年に
わたる実業界での経験をもとに、社外取締役として客観的かつ
専門的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回

大宮英明
三菱重工業（株）の取締役社長・取締役会長を務め、世界各地で事
業を展開するメーカーの経営を通じて培われた高い見識をもと
に、社外取締役として実践的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��1回

岡　俊子
長年にわたるコンサルティング業界での経験や、様々な企業で
の社外役員としての経験をもとに、社外取締役として実践的か
つ多角的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回

齋木昭隆
外務省において要職を歴任し、外交を通じて培われた国際感覚
や世界情勢等に関する高い見識をもとに、社外取締役として客
観的かつ専門的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：��8回中��8回
取締役会（臨時）：��2回中��2回

●社外役員に関する事項

　（1）社外取締役

（注）��上記のうち、大宮英明氏は、三菱自動車工業（株）の株式公開買付けの件で、利益相反の観点から取締役会1回への出席を控えてい
ただきました。また、齋木昭隆氏は、平成29年6月23日の取締役就任以降の状況を記載しています。

氏名 取締役会及び監査役会における発言の状況 取締役会及び
監査役会への出席の状況

國廣　正
弁護士としての長年の経験を通じて培われた企業関連法（会社
法・金融商品取引法等）に関する高い見識をもとに、社外監査役
として中立的かつ客観的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回
監査役会　　　：13回中13回

西川郁生
公認会計士としての長年の経験を通じて培われた会計や経理に
関する高い見識をもとに、社外監査役として中立的かつ客観的
な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回
監査役会　　　：13回中13回

高山靖子
（株）資生堂の常勤監査役としての経験や、様々な企業での社外
役員としての経験をもとに、社外監査役として中立的かつ客観
的な視点から、発言を行っています。

取締役会（定例）：11回中11回
取締役会（臨時）：��3回中��3回
監査役会　　　：13回中13回

　（2）社外監査役

■ 社外役員の主な活動状況 招
集
ご
通
知

議
案
の
内
容

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

48



（注）1.���上記員数は、平成29年度中に退任した取締役2名及び辞任した取締役1名を含めて記載しています。�
なお、平成29年度末現在の員数は、取締役12名（うち社外取締役5名）、監査役5名（うち社外監査役3名）です。

　　2.���上記のうち賞与は、平成30年6月22日開催の定時株主総会に付議する金額を記載しています。
　　3.���上記のうち株式報酬型ストックオプションは、平成29年度に取締役7名（取締役会長及び社外取締役は支給対象外）に

付与した株式報酬型ストックオプションについて費用計上した額を記載しています。
　　4.���上記の報酬等のほか、退任した役員に対して役員年金を支給しており、平成29年度の支給総額は以下のとおりです。�

なお、役員年金制度を含む退任慰労金制度は、平成18年度定時株主総会終了時をもって廃止しています。
��　　　�取締役85名（社外取締役は支給対象外）に対して146百万円
��　　　�監査役7名（社外監査役は支給対象外）に対して6百万円

（百万円未満切捨て）

役員区分 報酬等の総額
取締役報酬
及び加算報酬 賞与 株式報酬型

ストックオプション
積立型
退任時報酬

対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額

取締役（社内） 1,198 9名 667 6名 270 7名 188 7名 73

社外取締役 120 6名 120 ー ー ー ー ー ー

役員区分 報酬等の総額
監査役報酬 賞与 株式報酬型

ストックオプション
積立型
退任時報酬

対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額 対象員数 総額

監査役（社内） 136 2名 136 ー ー ー ー ー ー

社外監査役 39 3名 39 ー ー ー ー ー ー

（単位：百万円）

●取締役及び監査役の報酬等
■ 取締役及び監査役の報酬等の総額及び対象員数
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●執行役員	（平成30年4月1日現在）

役位 氏名 職名等

＊社長 垣内　威彦

常務執行役員 大河　一司 機械グループCEO

常務執行役員 佐久間　浩 地球環境・インフラ事業グループCEO

常務執行役員 西浦　完司 コーポレート担当役員（業務、調査、経済協力、ロジスティクス総括）、アジア・大洋州統括

常務執行役員 水原　秀元 北米統括、北米三菱商事会社社長

＊常務執行役員 増　　一行 コーポレート担当役員（CFO、IT）

常務執行役員 萩原　　剛 化学品グループCEO

常務執行役員 吉田　真也 新産業金融事業グループCEO

常務執行役員 京谷　　裕 生活産業グループCEO

＊常務執行役員 戸出　　巌 コーポレート担当役員（事業投資総括、サステナビリティ推進、AI/IoT推進）

＊常務執行役員 村越　　晃 コーポレート担当役員（広報、人事）

＊常務執行役員 榊田　雅和 コーポレート担当役員（総務、法務）、チーフ・コンプライアンス・オフィサー、
緊急危機対策本部長（国内外・新興感染症、コンプライアンス）

常務執行役員 鴨脚　光眞 コーポレート担当役員（国内）、関西支社長

常務執行役員 田中　格知 金属グループCEO

常務執行役員 髙岡　英則 エネルギー事業グループCEO

執行役員 和田　浩一 中部支社長

執行役員 伊藤　勝弘 香港三菱商事会社社長

執行役員 石川隆次郎 三菱重工業（株）出向（米国三菱重工業（株）再出向�Senior�Executive�Vice�President）

執行役員 平井　康光 東アジア統括、三菱商事（中国）有限公司社長

執行役員 長谷川文則 エネルギー資源第一本部長

執行役員 中川　哲志 インフラ事業本部長

執行役員 坪沼　宣幸 オーストラリア三菱商事会社社長、アジア・大洋州統括補佐（大洋州）

執行役員 岡久　　靖 コーポレートスタッフ部門統括部長

執行役員 柳原　恒彦 北米三菱商事会社EVP（在シリコンバレー）

（注）＊印の執行役員は、取締役を兼務しています。
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役位 氏名 職名等

執行役員 倉橋　政嗣 インドネシア総代表、インドネシア三菱商事会社社長

執行役員 山﨑　　和 生活流通本部長

執行役員 塚本光太郎 金属資源本部長

執行役員 中西　勝也 新エネルギー・電力事業本部長

執行役員 西澤　　淳 エネルギー資源第二本部長

執行役員 中村　達夫 自動車事業本部長

執行役員 竹内　修身 石油化学品本部長

執行役員 西尾　一範 リテイル本部長

執行役員 岸本　好司 ライフサイエンス本部長

執行役員 塩﨑　英輔 インド三菱商事会社社長、アジア・大洋州統括補佐（南西アジア）

執行役員 片山　祥徳 業務部長

執行役員 蜂谷　由文 事業投資総括部長

執行役員 石巻　　尚 船舶・宇宙航空事業本部長

執行役員 久我　卓也 不動産事業本部長

執行役員 柏木　康全 生鮮品本部長

執行役員 羽場　広樹 北米三菱商事会社�ヒューストン支店長、米国三菱商事会社�ヒューストン支店長

執行役員 三枝　則生 泰国三菱商事会社社長、泰MC商事会社社長、ビエンチャン駐在事務所長

執行役員 柏木　　豊 環境事業本部長

執行役員 塩原　恵一 Mitsubishi�Corporation�RtM�International�Pte.�Ltd.��Chairman�&�CEO、
金属資源トレーディング本部長

執行役員 荒川　　健 生活消費財本部長

執行役員 若林　　茂 いすゞ事業本部長

執行役員 世利　耕一 Mitsubishi�Development�Pty�Ltd��Managing�Director�&�CEO�

執行役員 川上　泰弘 Cermaq�Group�AS��Chair�of�the�Board

執行役員 太田　健司� エネルギー事業グループCEOオフィス室長

執行役員 松永愛一郎� 中南米統括、伯国三菱商事会社社長、アスンシオン駐在事務所長

執行役員	（平成30年4月1日現在）
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